
 

 

平成１８年８月に公表されました「地方行政革新指針」において、人口３万人以上の

都市などは平成２１年、町村などは平成２３年に、一般会計、特別会計及び一部事務組

合会計など関連するすべての会計を連結した貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支

計算書及び純資産変動計算書（財務書類４表）の作成、公表に取り組むことを要請され

ています。 

本町では平成２０年度に平成１９年度普通会計（一般会計に恩賜県有財産保護管理特

別会計及び歌舞伎文化公園管理特別会計を加えたもの）の財務書類４表を、総務省方式

改定モデルに準じ作成し公表をはじめました。 

今回は、平成２７年度分について連結財務書類４表を作成しましたので公表します。 

なお、平成２７年１月２３日付け総務大臣通知「統一的な基準による地方公会計の整

備促進について」にて示されている統一的に基準による財務書類等については、平成２

８年度分より作成する予定です。 

 

 

 

 

●連結財務書類とは 

連結財務書類とは、普通会計のほか、地方公共団体を構成するその他の特別会計や、

地方公共団体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政

サービス実施主体とみなして作成する財務書類のことです。 

今回作成した連結財務書類の連結の範囲は次のとおりです。 

連結の対象とした会計・団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一部事務組合・広域連合については、連結対象団体のうち、財務書類４表をご提供頂いた団体につ

いて連結しています。 

平成 27年度 連結財務書類４表の公表について 

 

 

 

 

＊総務省方式改定モデル・・・既存の財政統計の情報を活用して作成することが可能で、段階
的に公共資産に関する台帳を整備し、公共資産の評価を行うことが認められている作成手法 

 

 連  結     

   

 

市川三郷町全体 

◎普通会計 
一般会計、恩賜県有財産保護管理事業特別会計、歌舞伎文化公園
管理特別会計 

◎公営事業会計 

◎公営企業会計 
上水道事業会計、簡易水道特別会計、公共下水道事業特別会
計、農業集落排水事業特別会計、戸別浄化槽整備推進事業特
別会計、温泉事業特別会計、訪問看護ステーション西八代特
別会計 

◎その他 
国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、介護サービス事
業特別会計、後期高齢者医療特別会計 

◎ 一部事務組合 
・広域連合 

山梨県市町村総合事務組
合、山梨県市町村議会議
員公務災害補償等組合、
中巨摩地区広域事務組
合、三郡衛生組合、山梨
県後期高齢者医療広域連
合、峡南医療センター企
業団 
 



連結

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１ 公共資産 １ 固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 29,839,381 ①普通会計地方債 10,276,022

②教育 8,306,851 ②公営事業地方債 13,125,448

③福祉 1,300,479 地方公共団体計 23,401,470

④環境衛生 7,881,480 (2) 関係団体

⑤産業振興 3,271,563 ①一部事務組合・広域連合地方債 205,240

⑥消防 466,521 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 5,225,982 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0 関係団体計 205,240

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 56,292,257 (4) 引当金 1,680,807

(2) 無形固定資産 131,502 （うち退職手当等引当金） 1,680,760

(3) 売却可能資産 0 （うちその他の引当金） 47

公共資産合計 56,423,759 (5) その他 1,806,807

固定負債合計 27,094,324

２ 投資等 ２ 流動負債

(1) 投資及び出資金 211,824 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 154,730 ①地方公共団体 1,750,913

(3) 基金等 2,022,074 ②関係団体 9,254

(4) 長期延滞債権 100,131 翌年度償還予定額計 1,760,167

(5) その他 0 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 650,000

(6) 回収不能見込額 0 (3) 未払金 328,619

投資等合計 2,488,759 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 208,593

(6) その他 251,292

３ 流動資産 流動負債合計 3,198,671

(1) 資金 3,600,351

(2) 未収金 679,425 負 債 合 計 30,292,995

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 44,792 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 4 １ 公共資産等整備国県補助金等 9,935,390

流動資産合計 4,324,564 ２ 公共資産等整備一般財源等 28,236,797

３ 他団体及び民間出資分 0

４ その他一般財源等 △ 5,694,294

４ 繰延勘定 0 ５ 資産評価差額 0

純 資 産 合 計 32,944,087

資 産 合 計 63,237,082 負 債 及 び 純 資 産 合 計 63,237,082

連結貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

借 方 貸 方



連結

【経常行政コスト】 （単位：千円）

総 額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教 育 福 祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消 防 総 務 議 会 支 払 利 息
回収不能

見込計上額
その他

（１）人件費 2,776,684 13.9% 76,884 143,461 259,595 1,720,581 89,676 24,049 394,985 67,453 0

（２）退職手当等引当金繰入等 370,286 1.9% 8,941 22,003 37,632 66,404 13,680 3,470 215,389 2,767 0

１ （３）賞与引当金繰入額 208,594 1.0% 3,449 10,126 11,652 143,705 5,485 1,709 27,683 4,786 0

小 計 3,355,564 16.9% 89,274 175,590 308,878 1,930,691 108,841 29,228 638,057 75,006 0

（１）物件費 4,255,809 21.4% 114,476 477,552 450,962 2,817,437 134,776 19,765 237,427 3,414 0

（２）維持補修費 174,062 0.9% 29,079 22,680 17,791 84,420 6,621 4,154 9,317 0

（３）減価償却費 2,339,020 11.7% 856,950 275,067 89,165 487,187 297,338 81,178 252,134 1

小 計 6,768,891 34.0% 1,000,505 775,299 557,918 3,389,044 438,735 105,097 498,878 3,415 0 0

（１）社会保障給付 6,952,528 34.9% 20,337 6,930,133 2,058

（２）補助金等 2,006,435 10.1% 82,573 39,179 947,209 394,226 102,063 258,155 181,135 1,895 0

（３）他会計等への支出額 220,690 1.1% △ 22,246 1 192,115 28,552 18,268 4,000 0 0 0

（４）他団体への
公共資産整備補助金等

35,234 0.2% 2,849 0 14,556 0 17,829 0 0 0 0

小 計 9,214,887 46.3% 63,176 59,517 8,084,013 424,836 138,160 262,155 181,135 1,895 0

（１）支払利息 342,262 1.7% 342,262

（２）回収不能見込計上額 8,027 0.0% 8,027

（３）その他行政コスト 223,921 1.1% 18,109 0 78,076 127,656 0 0 80 0 0

小 計 574,210 2.9% 18,109 0 78,076 127,656 0 0 80 0 342,262 8,027 0

19,913,552 1,171,064 1,010,406 9,028,885 5,872,227 685,736 396,480 1,318,150 80,316 342,262 8,027 0

（ 構 成 比 率 ） 5.9% 5.1% 45.3% 29.5% 3.4% 2.0% 6.6% 0.4% 1.7% 0.0% 0.0%

【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 179,979 2,539 3,126 58,981 27,525 1,628 0 15,821 1 20,087 0 50,271

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 3,416,239 8,586 5,666 3,091,086 157,490 270 0 146,997 111 696 0 5,337

３ 保 険 料 866,732 866,732

４ 事 業 収 益 3,859,231 159,888 0 65,472 3,633,748 123 0 0 0 0 0

5 その他特定行政サービス収入 1,149,834 24,371 0 10,301 1,104,459 10,703 0 0 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 160,266 0 0 2,455 157,811 0 0 0 0 0 0 0

9,632,281 195,384 8,792 4,095,027 5,081,033 12,724 0 162,818 112 20,783 0 55,608

ｂ／ａ 48.4% 16.7% 0.9% 45.4% 86.5% 1.9% 0.0% 12.4% 0.1% 6.1% 0.0%

10,281,271 975,680 1,001,614 4,933,858 791,194 673,012 396,480 1,155,332 80,204 321,479 8,027 0 △ 55,608（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自 平成２７年４月 １ 日

至 平成２８年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b



連結

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

連結資金収支計算書
自 平成２７年４月 １日

至 平成２８年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

342,262

649,465

17,638,232

1,765,797

3,610,446

4,251,386

6,952,529

1,832,144

867,709

3,827,810

1,252,564

353,473

4,092,520

3,507,105

131,159

3,389,308

19,982,529

2,344,297

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,073,535

0

0

23,671

771,413

492,901

1,182,075

35,234

0

0

0

1,708,634

△ 404,135

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

0

0

33,658

4,000

2,112,769

0

0

80,000

0

274,163

217,388

198,083

190

1,643,965

0

492,600

0

4,790

2,413,789

4,935

215,000

0

110,842

3,252,966

828,167

△ 1,585,622

0

354,540

2,898,426

0



連結

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 32,755,192

純経常行政コスト △ 10,281,271

一般財源

地方税 1,773,365

地方交付税 4,092,520

その他行政コスト充当財源 601,647

補助金等受入 4,002,038

臨時損益

災害復旧事業費 0

公共資産除売却損益 4,593

投資損失 0

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 9

出資の受入・新規設立 1,700

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 △ 5,706

期末純資産残高 32,944,087

連結純資産変動計算書
自 平成２７年４月 １ 日

至 平成２８年３月３１日


